
決算書掲載頁　207

内
訳

火災等の災害の予防、被害の軽減をめざす。

　・住宅用火災警報器の設置率向上については、設置義務化を認知しているものが、そうでないものに比べ住宅用火災
警報器を設置している傾向にあることが判明していることから、今後も地道な広報活動を行いその有効性についてより理
解を求め、認知度をさらに向上させ設置率の上昇をめざす。
　・立入検査を行い、不備欠陥事項が認められる施設については、違反処理基準に基づく所要の処置を講じるなど違反
状態を是正させる。
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消防本部予防課

事業： 火災予防事業 0468
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A

非常に貢献している

A

住宅用火災警報器推計設置率は全国平均を
３．５ポイント上回り、年間計画に基づく立入
検査も予定以上に実施し、違反状態の是正に
努めるなど、年度目標をほぼ達成することが
できたため。
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　・住宅用火災警報器の本市推計設置率が全国平均以上をめざす。
　・年間計画に基づき立入検査を行い、不備欠陥事項が認められる施設に対しては、違反処理基準に基づく所用の措置
を講じるなど違反状態を是正さす。
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所管課

危険物の貯蔵、取扱い及び高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び火薬類
取締法に起因する火災の発生の防止、被害の軽減を目的とする。
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1

直営 昭和47年度以前 消防法第３章、高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適
正化に関する法律、火薬類取締法

危険物施設数　１０４ヶ所　高圧ガス施設数　７７ヶ所、液化石油ガス施設数　３６ヶ
所、火薬類施設数　３ヶ所

・今後も継続して立入検査等を実施し、火災等の災害の予防、被害の軽減をめざす。
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・危険物施設１０４施設に対する立入検査を実施する。
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事業：火災予防事業                                

１．火災予防事業 

（１）火災等の災害の予防、被害の軽減を目指す事を目的として、以下の内容を実施した。 

①消防用設備等の設置に関する指導、検査及び維持管理の状況についての検査など。 

②危険物の貯蔵、取扱いの許認可事務及び検査など。 

③保安３法※にかかる製造、貯蔵等の許認可及び検査など。 

④住宅用火災警報器の設置徹底及び維持管理等の情報提供。 

⑤市民や事業所並びに各種団体等に対して火災予防の啓発、防火訓練の指導など。消防関係の資格取得、防火

管理者の業務の指導やアドバイス。 

 

   ※ 保安３法 

･･･「高圧ガス保安法」「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」及び「火薬類取締法」 

をいう。 

      なお、大阪府産業保安事務に係る事務処理の特例に関する条例に基づき、大阪府から保安３法に係る事務が、 

平成２５年３月１日より河内長野市に移譲された。 

 

 

細事業：危険物保安取締事業                             

１．危険物保安取締事業実施状況 

（１）内容 

  ①消防法で規制される危険物の貯蔵、取扱いの許認可及び検査などを実施した。 

  ②保安３法で規制される施設の許認可及び検査などを実施した。 

 

（２）立入検査実施状況 

  ①危険物施設※ 

検査の区分     施 設 総 数 検 査 回 数 

 

危険物施設等 

貯蔵所  ６７  ６６ 

取扱所  ３７  ４５ 

製造所   ０   ０ 

合  計 １０４ １１１ 

 

    ※ 危険物施設  

… 危政令で定める数量以上の危険物を貯蔵し、又は取扱う製造所、貯蔵所及び取扱所等をいう。 

 

  ②保安３法施設 

検査の区分    施 設 総 数 検 査 回 数 

火薬類取締法に基づく立入検査   ３ ２ 

高圧ガス保安法に基づく立入検査  ７７ ２０ 

ＬＰガス法に基づく立入検査  ３６ １５ 

合  計 １１６ ３７ 

 

 

 


